
 

 

子どもたち一人一人の可能性を最大限に引き出す 

「新たな時代の学校」を創造するための指定都市市長会提言に係る活動記録 

１ 日 程  令和３年11月 16日（火）11：00～11：25  

２ 提出先  文部科学省 田中 英之 文部科学副大臣 

３ 提出者  門川 大作 京都市長（文化芸術・教育部会長）  

４ 内 容  子どもたち一人一人の可能性を最大限に引き出す 

「新たな時代の学校」を創造するための指定都市市長会提言 別紙 

５ 要 旨  京都市長から提言内容について説明後、意見交換を行った。 

 主な発言 

田中文部科学副大臣 

【ＩＣＴ環境整備】 

○ 社会においてＩＣＴの活用が日常化する中，文具と同様にツールの一つとして学習に取り入れて       

いくことが重要。 

○ 11月８日に総理官邸で取りまとめられた「新しい資本主義実現会議」の緊急提言でも，通信環境

安定化の支援や大型スクリーン等，新たな環境整備を推進することとしており，今後も積極的な支

援を行っていく。 

○ ＩＣＴ環境整備には「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備5か年計画」において，年1,805億円の

地方財政措置を講じているところ。 

○ 今後の機器更新に係る費用については，端末等の利活用状況や地方自治体の意見等を踏まえ，関

係省庁と協議しながら検討する。 

○ 家庭の通信費については，モバイルルーターの整備支援や低所得世帯への通信費支援を行ってい

るが，家庭への持ち帰りが増加することを見込み，更なる支援の充実を図っていきたい。 

○ ＩＣＴ支援員については，地方財政措置が講じられている。端末整備の初期対応にはＧＩＧＡス

クールサポーターも活用いただきたい。 

【働き方改革】 

○ 教員の働き方改革は最重要課題の一つと捉えており，35 人学級等の定数改善，教員業務支援員

（スクール・サポート・スタッフ）等の支援スタッフの充実，部活動改革，教員免許更新制の発展

的解消に向けた検討等，様々な施策を総合的に講じている。 

○ 教職員定数については地方の後押しで小学校での段階的な 35 人学級が実現。令和４年度概算要

求では，小３の35人学級のほか，高学年での教科担任制の推進に必要な経費を計上している。 

○ 教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）も小規模校を除く全小中学校に配置できる規

模の予算を要求しているところ。 

○ 令和４年度に改めて勤務実態調査を予定しており，教員の勤務実態を細かく把握し，給特法等の

法的枠組みを含めて検討する。 
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子どもたち一人一人の可能性を最大限に引き出す「新たな時代の学校」を 

創造するための指定都市市長会提言 

 

 長期化するコロナ禍にあっても、決して子どもたちの学びを止めてはならず、貧

困、孤立、格差など、様々な社会的課題が深刻化する中、予測困難な社会を生きる子

どもたちの真の「生きる力」を育むため、不断の教育改革が求められている。 

 ＧＩＧＡスクール構想により、１人１台端末をはじめ教育現場のＩＣＴ環境は飛躍

的に整備され、各指定都市では学校変革の好機と捉え、学習コンテンツの充実、教職

員への研修、教育委員会による支援体制の強化等に取り組み、ＩＣＴを活用した「個

別最適な学び」と「体験的・協働的な学び」をベストミックスさせる、新たな学びの

形を急ピッチで構築してきた。 

 一方、都市間・学校間・家庭間などにおいて、ＩＣＴ活用を起因とした新たな教育

格差を生じさせてはならず、学びの個別最適化を決して「孤立化」に繋げてはならな

い。また、すべての子どもたちの学びと育ちのため、子ども同士が互いに高め合い、

教え合う関係も大切にしなければならない。 

 コロナ禍においても懸命に学ぶ今の子どもたちが、豊かな人生を切り拓き、持続可

能な社会の創り手となるための公教育を実現することが、我々指定都市をはじめとす

る基礎自治体の責務である。特別支援・不登校・外国人児童生徒など、複雑化・多様

化する教育環境にあってもＳＤＧｓの理念である「誰一人取り残さない」という決意

のもと、いかなる状況においても子どもたちの学びを継続し、一人一人の可能性を最

大限に引き出すことのできる「新たな時代の学校」を創造するため、下記のとおり提

言する。 

 

記 
 

１ ＩＣＴを活用した学びが一層伸展し、オンライン授業や個別最適な学び等、学び

の形が多様化していくことを見据え、そうした学習活動の取扱いについて、指定都

市をはじめ各地方自治体における先進的な取組を支援するとともに、子ども・保護

者が安心して学べる学習環境の実現に向け必要な制度改善等を行うこと。 

 

２ ＩＣＴ機器整備・通信環境の更なる充実と機器更新、家庭における通信費補助制

度の創設、デジタル教科書等のデジタルコンテンツの導入促進、情報通信技術支援

員等の専門スタッフの配置の充実のために必要な財政措置を行うこと。 

 

３ よりきめ細かで質の高い学びを実現するための指導体制の確保のために必要な定

数改善、働き方改革の推進と優秀な人材の確保に向けた教職員の抜本的な処遇改善

などに必要な条件整備のための財政措置を行うこと。 

 

 

 

令和３年１１月１６日  

指 定 都 市 市 長 会  

資料８－２ 別紙 


